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研究成果の概要（和文）：過去数十年間に、先進諸国において多くの画期的な技術が開発されてきたが、そのよ
うな技術の革新と進歩は個々の企業の生産力と雇用にどのような変化をもたらしてきたのだろうか。そして、各
国各産業の財市場と労働市場にどのような影響を及ぼしてきたのだろうか。本研究では、これらの問いに答える
ために、二種類の分析を行った。第一に、先進諸国における情報通信および計算技術の進歩が、学歴間賃金格
差、男女間賃金格差、および労働分配率に与える影響を定量的に評価した。第二に、企業の技術革新が、各国各
産業の生産力と雇用に与える影響を定量的に評価した。

研究成果の概要（英文）：Over the past several decades, many groundbreaking technologies have emerged
 and evolved in advanced industrialized countries. How have such technological innovation and 
progress affected the productivity and employment of individual firms? Furthermore, what impact have
 they had on goods and labor markets across countries and industries? This study conducts two types 
of analysis to address these questions. First, it quantitatively evaluates the effects of advances 
in information, communication, and computing technologies on the skill wage gap, the gender wage 
gap, and labor shares of income. Second, it quantitatively evaluates the effects of technological 
innovation on productivity and employment at the firm, industrial, and national levels.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
技術の革新と進歩は経済成長の原動力として期待されている一方で、雇用の喪失を招くおそれがあるという懸念
もある。しかしながら、どのような新しい技術が企業の投入と生産の選択をどのように変え、産業ごとにどのよ
うな変化をもたらし、そしてその結果として、一国経済の生産力、雇用、および賃金にどれほどの影響を及ぼす
か、十分に解明されていないことがあった。本研究では、技術革新に関する企業別パネルデータと技術進歩に関
する国別産業別パネルデータを構築して、先進諸国における技術の革新と進歩が、各国各産業各企業の生産力、
雇用、および賃金にどのような影響を及ぼしているか検証した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 過去数十年間に、先進諸国において多くの画期的な技術が開発されてきたが、そのような技術

の革新と進歩は個々の企業の生産力と雇用にどのような変化をもたらしてきたのだろうか。そ

して、各国各産業の財市場と労働市場にどのような影響を及ぼしてきたのだろうか。技術の革新

と進歩は経済成長の原動力であると期待されている一方で、雇用の喪失を招くおそれがあると

いう懸念もある。本研究を開始したときには、どのような新しい技術が企業の投入と生産の選択

をどのように変え、産業ごとにどのような変化をもたらし、一国経済の生産力、雇用、および賃

金にどれほどの影響を及ぼすか、十分に解明されていない状況であった。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、先進諸国における技術の革新と進歩が、各国各産業各企業の生産力、雇用、

賃金、および労働分配率にどのような影響を及ぼしているか検証することである。 

 本研究では、その目的のために、主に二つの分析を行った。 

（１） 国ごと産業ごとに情報通信および計算技術の進歩を測定し、各産業の生産関数を推定し、

一国の経済における代替の弾力性を労働と資本の種類ごとに計算することによって、先

進諸国の賃金格差と労働分配率に技術進歩が与える影響を定量的に評価した。 

（２） 企業ごとに技術革新の指標を作成し、各企業の収入関数を推定し、技術革新が財の均衡

価格と数量に及ぼす効果を計算することによって、各国各産業の生産力と雇用に企業の

技術革新が与える影響を定量的に評価した。 

 

３．研究の方法 

 上記二つの分析は、それぞれ以下のような方法により実施した。 

（１） まず、先進諸国の賃金格差と労働分配率に技術進歩が与える影響を定量的に評価するた

めに、最終財が産業ごとに多種類の労働と資本から生産される多部門経済を考える。そ

して、賃金格差と労働分配率に技術進歩が与える影響が、労働と資本の代替の弾力性に

よって決まることを理論的に示す。そのうえで、各産業の生産関数を特定化し、生産要

素の価格と数量に関する国別産業別パネルデータを用いて、産業ごとに生産関数のパラ

メータを推定し、一国経済における生産要素間の代替の弾力性を計算する。さらに、情

報通信および計算技術に関連する設備資本の投資価格の変化から技術進歩を測定し、資

本体化型技術進歩が各国の雇用と賃金に及ぼす効果を労働者の種類ごとに推定する。そ

の結果として、情報通信および計算技術の進歩が、学歴間賃金格差、男女間賃金格差、

および各労働者の所得分配率に与える影響を検証する。 

（２） 次に、各国各産業の生産力と雇用に企業の技術革新が与える影響を定量的に評価するた

めに、最終財が企業ごとに労働と資本から生産される経済を考える。そして、企業の技

術革新が生産力と雇用に及ぼす一般均衡効果を理論的に導出し、その大きさが企業の収

入関数のパラメータに依存することを示す。それと同時に、先進諸国にある企業の財務



諸表から生産活動に関わるデータを企業ごとに作成し、企業が保有する特許権から技術

革新に関わるデータを企業ごとに作成することにより、企業の生産、投入、および技術

革新に関するパネルデータを構築する。ただし、理論的には、技術革新にともない雇用

がどのように変化するか一概に言うことができない。それゆえに、特許の承認件数と被

引用件数に関する情報に加えて、特許の明細書および請求範囲に含まれる情報を活用す

ることにより、企業の技術革新は複数の指標を用いて計測する。そのうえで、企業の収

入関数を特定化し、企業別パネルデータを用い、代理変数法を応用することにより、国

別産業別に企業の収入関数を推定する。これにより、個々の企業の生産力と雇用に技術

革新が及ぼす効果を測定することが可能になる。さらに、その効果を集計することによ

って各国各産業の生産力と雇用に企業の技術革新が与える影響を検証する。 

 

４．研究成果 

  上記二つの分析から、それぞれ以下のような結果を得ることができた。 

（１） 各産業の生産関数のパラメータを国別年別の生産要素の価格と数量の変動を利用する

ことにより推定し、そこで推定されたパラメータを集計することにより、一国の経済に

おける多種類の労働と資本の間の代替の弾力性を得た。その推定値によれば、情報通信

および計算技術に関連する設備資本は、大卒労働者よりも非大卒労働者と代替的である

だけでなく、女性労働者よりも男性労働者と代替的である。つまり、資本と技能の間に

補完性があるだけでなく、資本と女性の間に補完性があることを示唆する結果が得られ

た。さらに、各労働者の賃金に情報通信および計算技術の進歩が及ぼす効果は、先進諸

国における学歴間賃金格差の拡大と男女間賃金格差の縮小を説明しうるほど大きいこ

とが確認された。それに加えて、情報通信および計算技術の進歩は、労働力の比較的大

きな部分を占める非大卒男性労働者の所得分配率を引き下げるため、労働分配率の低下

の一因になっていることが示された。 

（２） 各企業の収入関数のパラメータをいわゆる代理変数法を応用することにより推定し、そ

こで得られたパラメータを組み込むことで企業の技術革新が生産力と雇用に及ぼす一

般均衡効果を数値化した。その結果によれば、企業の技術革新は、生産効率を高める効

果があるだけでなく、需要を喚起する効果があることも認められる。さらに、幾つかの

先進国において、一部の企業による革新的な技術の創出が、国と産業の生産力と雇用の

向上に貢献していることが確認された。 
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